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相模原駅北口地区土地利用計画の方向性（概要版） 

１．当資料の位置づけ 

図 対象地の位置 

・相模原駅北口地区（以下「対象地」という。）では、平成２６年

９月に相模原駅北側に広がる相模総合補給廠の一部返還が実現

し、平成２８年８月に「相模原市広域交流拠点整備計画（以下

「整備計画」という。）」を策定した。 

・その後、整備に向けた各種調査、検討を行ったが、具体的な導入

施設等の方針決定に至らず、社会情勢の変化も生じたことから、

「整備計画」の基本的な方向性を踏まえつつ、改めてまちづくり

の検討を行うこととし、令和２年５月にまちづくりコンセプト、

令和４年５月には「相模原駅北口地区土地利用方針（以下「土地

利用方針」という。）を策定した。 

・現在は、これらのまちづくりの方針を踏まえて、導入施設の配置

や規模等を定める相模原駅北口地区土地利用計画（以下「土地利

用計画」という。）について、脱炭素の観点も踏まえて検討を進

めている。 

・この資料は、「相模原駅北口地区土地利用計画検討会議」におい

て、これまで検討した事項を整理したもので、土地利用計画の策

定に向けて、脱炭素をはじめ土地利用や、インフラに関して基本

事項を整理するものである。また、本地区の全体像として施設配

置のケーススタディを行い、検討を深める基礎となるケースを抽

出するとともに、今後の検討課題を示すものである。 

・対象地は、平成２６年９月に国へ返還された相模総合補給廠の一部返
還地（約１７ha）のうち、道路･鉄道用地を除いた約１５haの区域
（上図赤色部）。 

・相模原駅前で利便性が高く、広大な更地が広がっていることから、自
由度の高いまちづくりを進めることができる。 

２．対象地の位置づけ 

○相模原市都市計画マスタープラン（令和２年３月） 

～本市の都市づくりの方向性を示す計画～ 

橋本駅周辺地区とともに、首都圏南西部における「広域交流拠点」を形成 

「未来を拓く さがみはら新都心」 

・環境共生の視点を踏まえつつ、周辺都市からの求心性を高める。 

・相模総合補給廠の一部返還地や共同使用区域を生かした、スポーツや

文化などの市民が憩い、にぎわう空間の創出。 

・南北間の回遊性の向上による駅周辺の一体的な市街地の形成。 

○さがみはら脱炭素ロードマップ（令和３年８月） 

～本市の脱炭素社会実現に向け達成までの道筋を示す計画～ 

2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ を目指す 

 

・豊かな自然環境など、本市の地域特性を生かし、域内はもとより域外

を含めた「地域循環共生圏」の形成を通じて、脱炭素社会への移行と

循環経済の構築の達成を目指す。 

図 地域循環共生都市さがみはら のイメージ 図 将来都市構造図 

相模原駅周辺地区 

○相模原駅北口地区土地利用方針 

（令和４年５月） 

～対象地の土地利用の 

大きな方向性を示す計画～ 

・まちづくりコンセプトの実現に向けて機能

の導入方針と、対象地で展開すべき機能の

方向性を提示。 

充実した豊かな暮らしで 
“みんながつながり” 

心から笑顔あふれるまち 

新技術の展開発信で 
“みんながつながり” 
未来に誇れるまち 

人・モノ・技術が共鳴して 
“みんながつながり” 
いきいきできるまち 

ライフ イノベーション 交流・にぎわい 

＜機能の導入方針＞ 

＜機能の展開 
イメージ＞ 

＜まちづくりコンセプト＞ 

相模原駅北口地区土地利用計画検討会議 
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図 参考：地域エネルギーシステムの例 

４．土地利用・インフラ整備の考え方 

（１）土地利用 

・土地利用方針を踏まえ、交流ハブを中心に、居住生活、商業、

業務開発共創、交流にぎわいの各機能を配置する。 

・施設整備に伴うエネルギー負荷や交通負荷を勘案し、ゼロカー

ボンの実現や周辺地区への影響等を考慮した施設の用途・規模

を検討する。 

・特に、施設規模の検討は、施設の脱炭素化に取組みやすい規模

を考慮する。 

・地域エネルギーシステムのためのスペースの確保について検討

する。 

・地下利用を含め、各施設間、あるいは、施設と公共的空間との

立体的な利用を視野に配置を検討する。 

（２）交通 

〇道路 

・南北道路・東西道路と、これらが接続する国道16号や宮下横山

台線、並びに隣接市の主要幹線道路を基本に道路ネットワーク

の形成を図る。 

・道路への負荷軽減に向けて、ＴＤＭ（交通需要マネジメント）

等を検討する。 

 

〇駅前広場及び区画道路 

・駅前広場は、鉄道との乗換利便性を考慮し、現駅前広場付近に

配置し、区画道路は幹線道路に接続し、各土地利用、街区を適

切に区分するよう配置する。 

・土地利用及び道路等のインフラ整備の基本的な考え方は次のとおりとする。 

〇鉄道 

・現状のJR横浜線の鉄道施設を基本とする。 

・将来的な小田急多摩線の延伸を見据え、南北道路下を延伸部の

導入空間とすることを想定する。 

・各交通事業者、関係機関等と継続的な情報交換・調整を図る。 

 

〇その他、歩行者ネットワーク、移動サービスなど 

・南北一体化に向け、歩行者ネットワークの形成を図る。 

・グリーンスローモビリティやパーソナルモビリティのシェアリ

ングなど、新しい移動支援サービスの導入を検討する。 

・先端的技術・システム活用を視野に物流サービスを検討する。 

・これらの移動サービスや、自動運転などの技術導入に応じて、

道路、駅前広場等の空間構成を検討する。 

３．脱炭素型まちづくりの基本的な考え方 ・脱炭素型まちづくりの基本的な考え方は次のとおりとする。 

（居住機能） （業務機能） （商業機能）

一括受電

系統電力

太陽光発電
太陽光発電 太陽光発電

太陽光発電

都市ガス

燃料
電池

再エネ熱
(下水熱・地中熱等)

環境価値の付加

電力

熱

ガス

（交流機能）

地域資源を活用したオフサイト再エネ電源

高効率
給湯器

吸収式
冷温水機

ターボ
冷凍機

ヒートポンプ
吸収式
冷温水機

コージェネ
レーション
システム

ターボ
冷凍機

ターボ
冷凍機

コージェネ
レーション
システム

蓄エネルギー設備等

地域エネルギーマネジメント
のスペース

（対象地の特性） 
◎広域交流拠点としての位置づけ 
◎広大な更地から新しくまちを創造するプロジェクト 
⇒計画当初から、脱炭素型まちづくりの検討が可能 
⇒本市の脱炭素型まちづくりを先導する役割 

「さがみはら脱炭素ロードマップ」（令和３年８月） 

地区全体でゼロカーボン＝二酸化炭素排出量実質ゼロ 

☆脱炭素に係る先端的な技術を柔軟に取り入れ、広域交流拠点としてのまちづくりと脱炭素型まちづくりの両立を図りながら、
地区全体でゼロカーボンを実現し、全国、世界にアピール。 

◎様々な都市活動に伴うエネルギー需要を、極力、対象地内（オンサイト）で賄う。 
⇒対象地内での再生可能エネルギーの最大限導入。 

◎不足分は、本市の地域資源のエネルギーとしての活用を視野に、外部から調達。 

◎地域エネルギーシステム： 
地区内外のエネルギーを集めて、地区内のエネルギー
需給バランスを調整する機能。 

 
〇電力：一括受電方式を基本とする。 
⇒対象地内、地区外の再生可能エネルギーを集める。 
⇒蓄電池等とあわせた対象地内電力の需給調整。非常用
電源としての活用。 

〇都市ガス、熱供給等：施設側の需要に応じた検討。建物
間のエネルギー融通等の地域エネルギーマネジメントの
検討。 

〇システム構築・運用に向けた、エネルギーマネジメント体
制構築の検討。 

○各施設単体での省エネ化の推進 
⇒ＺEB・ZEH の導入、建設・運用段階における脱炭素化
の検討。 

○地域エネルギーシステムの導入を見据え導入機能の検討 
⇒エネルギー需要の平準化を視野に、施設用途の複合
化の検討。 

〇地域エネルギーシステムのためのスペースの確保 
⇒現状更地の特性をいかした取組。 
⇒地域エネルギーシステムに係る設備設置・運用のため
の専用空間。 

⇒対象地、さらには本市における脱炭素化推進のシンボ
ルとしてもいかす。 

対象地の脱炭素型まちづくりの目標 

地域エネルギーシステムの導入 土地利用との連動 

取組の基本的な考え方 

取組の主要な２つの柱 

（基本的な考え方） 

・対象地でのまちづくりを契機に、駅南北の連携を図り、広域交流

拠点として相模原駅周辺全体の活性化を図る。 

・相模原スポーツ・レクリエーションパークやその北側の共同使用

区域との連携、さらには相模総合補給廠の将来的な全面返還を念

頭におく。 

・再生可能エネルギーによる環境価値の認証クレジットや証書を購
入し、都市ガスの脱炭素化を図る取組。このほかの都市ガスの脱
炭素化の方法として、二酸化炭素と水素から製造したe-methane
（e-メタン）の都市ガスへの混入が挙げられる。 

（３）グリーンインフラ 

・脱炭素型まちづくりによる気候変動の緩和策に加え、気候変動への適応策の推進に向け、温熱環境の改善や雨水浸透・流出抑制をはじめ、市民の

憩いやレクリエーション、地域防災等の機能を有するまとまった緑地の確保を図る。 

・緑地は、交流ハブ機能となる広場等を中心にまとめて配置し、街区や敷地、建築物等の緑化により、広場等と連続した緑のネットワークの創出を図

る。 
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５．全体像の検討 

・土地利用方針を踏まえ、対象地の全体像として施設配置を検討する。 
・機能導入の方針をもとに、施設配置について複数のケースを検討するとともに、各ケースについて、持続可能な都市づくりの観点から、開発に伴う脱炭素及び交通に係る負荷を試算する。 
・これらの試算結果の評価にあわせ、地域活性化への貢献等の観点から得失について整理し、土地利用計画の検討を進める上での資料とする。 

駅前広場

交流ハブ

イノベーション
関係（業務） +
4層 1万㎡
【4万㎡】

居住
4層 8.75千㎡

【3.5万㎡】（３５0戸）

スタジアム
3万㎡
【3万㎡】

商業
2層 1万㎡
【2万㎡】

文化交流施設
5千㎡

【1.5万㎡】

駅前広場

商業
4層 1.25万㎡
【5万㎡】
+
宿泊
8層 7.5千㎡
【6万㎡】

スタジアム
3万㎡
【3万㎡】

交流ハブ

イノベーショ
ン関係
（業務）
4層

3.75千㎡
【1.5万㎡】

居住（タワマン）
20層×1本
2.5千㎡
【5万㎡】
（５００戸）

駅前広場

交流ハブ

多目的ホール
1.25万㎡
【２万㎡】

居住
4層 1.25万㎡
【5万㎡】（５００戸）

低層商業 1層 5千㎡【5千㎡】

イノベーション
関係（業務）
4層 1.5万㎡
【6万㎡】

+
宿泊
20層 2.5千㎡
【5万㎡】

商業
4層 6.25千㎡
【2.5万㎡】

駅前広場
商業
3層 2万㎡
【6万㎡】

交流
2層 5千㎡
【1万㎡】

イノベーション関係（業務）
8層 1.5万㎡
【12万㎡】

交流ハブ

居住（タワマン）
20層×1本
2.5千㎡
【5万㎡】
（５００戸）

駅前広場

交流ハブ地域型ホール
7.5千㎡
【1万㎡】

商業
体験型

1層 6千㎡【6千㎡】

低層商業 1層 5千㎡【5千㎡】

居住 4層 1.88万㎡
【7.5万㎡】（750戸）

イノベーション
関係（業務）

2層 3.75千㎡
【7.5千㎡】

駅前広場

商業
3層 5万㎡
【15万㎡】

交流ハブ

居住（タワマン）
20層×2本 5千㎡
【10万㎡】（1,０００戸）

イノベーション
関係（業務）

20層 2.5千㎡
【5万㎡】

交流
2層 5千㎡
【1万㎡】

駅前広場

交流ハブ

居住
戸建て 1.2万㎡
【2.4万㎡】（200戸）

商業
2層
3.75千㎡
【7.5千㎡】

地域型ホール
7.5千㎡
【1万㎡】

イノベーション
関係（業務）
2層 5千㎡
【1万㎡】

データ一覧 

○戸建て住宅をメインに、駅前商業、地域型ホールやコワーキングスペース
等を組み込んだオフィスを配置。 

○交流ハブを介して居住機能と各施設相互を連絡し、地区全体の機能を一体
的に展開。各施設で提供される地域活動の機会や場、生活・就業サービス
を居住者が身近に享受できる利便性の高い住環境づくり。 

○研究開発、インキュベーション等の開発共創に資するオフィスを配置。 
○駅前の利便性をいかした高層住宅や、交流機能を複合した大規模商業を
配置。 

○交流ハブを介して機能相互をつなぐ職住近接の環境づくり。 

○多目的ホールや宿泊によるコンベンション機能とオフィスを一体的に配置。
イノベーションにつながる、産学・ビジネス交流の機会や場づくり。 

○駅前の商業機能と、多目的ホールやオフィスとを、低層階の商業と一体とな
った交流ハブにより連絡。 

○大規模商業を配置し、広域的なにぎわいの創出。 
○大規模商業へのエンタメ、レクリエーションなど多様な交流機能の複合化。 
○駅前の利便性をいかした高層住宅やオフィスの配置。 

○スタジアムや文化交流施設による広域から近隣まで多様な交流を創出。 
○交流ハブ沿いに中層住宅、オフィスを配置し、低層階に商業を複合。スタジ
アムから文化交流施設まで交流ハブを軸としたモールを形成。 

○スタジアムを地区のおおむね中央に配置し、商業、宿泊を複合化。 
○スタジアムと商業を複合することによる、日常的なにぎわいづくり。 
○駅前の利便性をいかした高層住宅やオフィスの配置。 

ケース １    コミュニティサービス機能を備えた低層低密度・ライフ重視ケース 

ケース ２    にぎわい機能を備えた中層低密度・ライフ重視ケース 

ケース ３    職住近接高層高密度・イノベーション重視ケース 

ケース ４    コンベンション機能を備えた高層高密度・イノベーション重視ケース 

ケース ５    広域商業を核とした高層高密度・交流重視ケース 

ケース ６    多様なにぎわいを創出する中層低密度・交流重視ケース 

ケース ７    スタジアム・商業を核とした高層高密度・交流重視ケース 

特 

徴 
評
価
や
得
失 

○戸建て住宅が主であるため、二酸化炭素排出量をはじめ、交通負荷が最も
少ない。 

○交流人口は最も少なく、にぎわいの創出が図りづらい可能性がある。 
○戸建て住宅は高額分譲となり、販売リスクになる可能性がある。 

○二酸化炭素排出量、また、交通負荷は中程度となる。 
○商業施設による交流人口が見込まれ、日常的なにぎわいの可能性がある。
一方で、中心市街地等の周辺商業地への配慮が必要となる可能性がある。 

○業務が単なるオフィスでは、橋本駅周辺等との差別化は難しく、需要に対し
て床が過剰になる可能性がある。 

○二酸化炭素排出量、また、交通負荷は中程度となる。エネルギー需要のピ
ークが異なる施設が複合され、平準化が図りやすい可能性がある。 

○多目的ホールによる広域的な集客が見込め、中心市街地への誘客もでき
る可能性がある。ただし、イベント時のみのにぎわいとなり、日常的な市民
利用が難しい可能性がある。 

○二酸化炭素排出量が大きい。交通については最も負荷が大きく、特に自動
車交通対策が必要となる可能性がある。 

○大規模商業施設による交流人口が最も多く見込まれ、日常的なにぎわいの
可能性がある。来街者による消費活動が見込まれるものの、中心市街地等
の周辺商業地への配慮が必要となる可能性がある。 

○共同住宅の供給戸数が多く、周辺教育施設への負担や、販売について市
場動向等の影響に留意が必要となる。 

○二酸化炭素排出量は中程度である。大規模イベント終了時に鉄道への負
荷が大きく、交通量の分散化に向けた対策が必要となる可能性がある。 

○スタジアムや文化交流施設による交流人口が見込めるが、スタジアムでの
イベント時のにぎわいとなる可能性がある。 

○スタジアム運営は事業採算性が課題となる。 

○二酸化炭素排出量が大きい。ただし、エネルギー需要のピークが異なる施設
が複合され、平準化が図りやすい可能性がある。 

○商業施設に伴う自動車交通、イベント終了時の鉄道負荷が大きく、高度な
交通処理対策が必要となる可能性がある。 

○交流人口が最も多く、イベント時以外のにぎわいも可能性があるが、中心
市街地等の周辺商業地への配慮が必要となる可能性がある。 

○スタジアム運営は事業採算性が課題となる。 
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【脱炭素に係る負荷】目標１_地区内再エネ自給率：－    目標３_エリア負荷平準化の容易性：－         【交通負荷】道路：〇 
目標２_二酸化炭素排出量の少なさ_①絶対量：－ ②対延床面積：－ ③対交流人口：〇           鉄道：〇 

【脱炭素に係る負荷】目標１_地区内再エネ自給率：〇   目標３_エリア負荷平準化の容易性：－          【交通負荷】道路：◎ 
目標２_二酸化炭素排出量の少なさ_①絶対量：〇 ②対延床面積：〇 ③対交流人口：－           鉄道：◎ 

【脱炭素に係る負荷】目標１_地区内再エネ自給率：〇   目標３_エリア負荷平準化の容易性：－          【交通負荷】道路：◎ 
目標２_二酸化炭素排出量の少なさ_①絶対量：〇 ②対延床面積：〇 ③対交流人口：－           鉄道：◎ 

【脱炭素に係る負荷】目標１_地区内再エネ自給率：－   目標３_エリア負荷平準化の容易性：〇          【交通負荷】道路：〇 
目標２_二酸化炭素排出量の少なさ_①絶対量：－ ②対延床面積：－ ③対交流人口：－           鉄道：〇 

【脱炭素に係る負荷】目標１_地区内再エネ自給率：－   目標３_エリア負荷平準化の容易性：〇          【交通負荷】道路：△ 
目標２_二酸化炭素排出量の少なさ_①絶対量：－ ②対延床面積：－ ③対交流人口：－           鉄道：△ 

【脱炭素に係る負荷】目標１_地区内再エネ自給率：－   目標３_エリア負荷平準化の容易性：－          【交通負荷】道路：△ 
目標２_二酸化炭素排出量の少なさ_①絶対量：〇 ②対延床面積：－ ③対交流人口：－           鉄道：△ 

【脱炭素に係る負荷】目標１_地区内再エネ自給率：－   目標３_エリア負荷平準化の容易性：－          【交通負荷】道路：△ 
目標２_二酸化炭素排出量の少なさ_①絶対量：－ ②対延床面積：〇 ③対交流人口：〇           鉄道：△ 

歩行者
ネットワーク:

凡例

居住生活：

業務開発共創：

商業：

交流にぎわい：

交流ハブ：
（オープン
スペース）

交通広場：

地域エネルギー
システムの

ためのスペース:
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道路 
（ピーク時） 

鉄道 
（ピーク時） 

目標１ 
地区内再エネ 

自給率 ①絶対量 ②対延床面積 ③対交流人口 

0 100

目標３ 
エリア負荷 

平準化の容易性 

% 

目標２ 

ケ
ー
ス 

※本検討は、脱炭素や交通に係る負荷の試算とその評価を主としていることから、導入機能に応じた施設の用途・規模を試算に必要なレベルで大まかに想定している。    ※ケース６、７のスタジアムの収容人数は、将来３万人への拡張を想定しつつ、１万５千人として試算。 

建築面積：〇〇㎡ 
延床面積：【〇〇㎡】 

建築面積：〇〇㎡ 
延床面積：【〇〇㎡】 

建築面積：〇〇㎡ 
延床面積：【〇〇㎡】 

建築面積：〇〇㎡ 
延床面積：【〇〇㎡】 

建築面積：〇〇㎡ 
延床面積：【〇〇㎡】 

建築面積：〇〇㎡ 
延床面積：【〇〇㎡】 

建築面積：〇〇㎡ 
延床面積：【〇〇㎡】 

〇中層共同住宅をメインに、地域型ホールや、商業、コワーキングスペース等
を組み込んだオフィスを配置。 

〇商業、オフィスは、小規模連棟型とするなど、交流ハブと一体的に展開。に
ぎわい・活気がみえる住環境づくり。 

○二酸化炭素排出量をはじめ、交通負荷も比較的少ない。 
○商業施設等の規模からみて、交流人口は比較的少なく、にぎわいづくりが
図りづらい可能性がある。 

○共同住宅の供給戸数が多く、周辺教育施設への負担や、販売について市
場動向等の影響に留意が必要となる。 
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６．ケースの絞り込み ・市民意向等を踏まえ、土地利用計画検討の基礎となるケースを絞り込む。 ７．今後の検討課題 ・土地利用計画策定に向けた今後の検討課題を、検討の流れとあわせて整理する。 

市民等の意見募集 
若い世代の意見聴取の工夫 

庁内調整・協議 

相模原駅北口地区土地利用計画検討会議 

土地利用計画の検討 ～検討課題～ 

土
地
利
用
・
イ
ン
フ
ラ 

脱
炭
素
型 

ま
ち
づ
く
り 

１．（１）施設配置計画 
〇３ケースをもとにした検討 
〇機能導入のコンセプトの検討 
〇都市空間のあり方検討 
〇施設配置の検討（用途、規模及び
配置 

〇インフラ等の土地利用への反映 

１．（２）②グリーンインフラ 
〇緑の確保の目的 
〇緑の確保量の検討 
〇緑の配置の方向性の検討 

１．（２）③その他供給処理施設 
〇上水道施設 〇下水道施設 
〇雨水流出抑制施設 
〇エネルギー供給 
〇情報インフラ 〇ごみ処理 

２．脱炭素型まちづくり 
①脱炭素の目標設定 
②地域エネルギーシステム 

・空間の方向性の検討 
③エネルギーマネジメント体制 

の方向性の検討 

（精査） 

１．（２）①交通インフラ 
〇交通量調査（現況／将来） 
〇交通処理の基本的な方向性 
〇鉄道施設の輸送力想定 
〇道路ネットワーク計画の検討 
〇交通基盤計画の検討 

〇TDM方策の検討 

（精査／概略設計） 

（精査） 

（精査） 

（精査） 

計
画
骨
子 

実
現
化
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画
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土
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用
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議会報告 
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令
和
４
年
度
成
果
） 

〇脱炭素型まちづくりの基
本的な考え方 

〇土地利用・インフラ整備
の基本的な考え方 

〇全体像の検討 ⇒検討深
度化の基礎となる３つの
施設配置ケース 

 
３．（２）都市計画的手法の検討 
〇用途地域の検討 
〇脱炭素型まちづくり担保方策の検討 
〇一体的開発推進のための担保方策
の検討 

調和を図りつつ検討 

３．（１）事業手法の検討 
〇段階的まちづくりの進め方 
〇官民の役割分担と想定される事業手
法の方向性検討 

〇まちづくり方策の検討 
〇資金計画の方向性 

〇民間サウンディングの実施 

ケース２ ケース３ ケース５ ケース７

「交流・にぎわい」重視「ライフ」重視 「イノベーション」重視

ケース１ ケース２ ケース３ ケース４ ケース５ ケース６ ケース７

－
（ケース２に

比較して劣る）

選択 選択 選択
－

（ケース５、７に
比較して劣る）

選択

〇CO2排出量、交通負荷も比較的少ない。
〇ホールは、イベント時のみのにぎわいと
なる可能性

〇ホールが公共施設となる場合、財政負
担が生じる可能性。

〇商業施設は、規模等からみて集客力は
弱い可能性。

〇住宅供給戸数が多く、周辺教育施設へ
の負担がかかる可能性。

〇CO2排出量、交通負荷は中程度。
○商業施設による交流人口が見込まれ、
日常的なにぎわいの可能性がある。一
方で、中心市街地等の周辺商業地への
配慮が必要となる可能性がある。

○業務が単なるオフィスでは、橋本駅周辺
等との差別化は難しく、需要に対して供
給が過剰になる可能性。

〇CO2排出量、交通負荷が大きい。
〇スタジアムのイベント時にエネルギー負荷、交通負荷が集中す
る可能性。

〇多くの交流人口が見込める。一方で中心市街地等の周辺商業
地への配慮が必要となる可能性や地域との関わりが希薄にな
る可能性。

〇イベントに伴う騒音・振動の問題、不特定多数の来街による周
辺住環境への影響への懸念。

〇スタジアムの事業採算性が問題になる可能性。

〇ホールの魅力化・事業採算性の確保。
〇本市の公共施設マネジメントとの整合化
も必要。

〇商業の魅力化・差別化。
〇周辺教育施設等への影響対策。

〇CO2排出量実質ゼロの追求。
〇商業施設に伴う自動車・鉄道交通負荷
への対策。（道路ネットワーク、ＴＤＭ策
等）

〇オフィスの魅力化・差別化（学術・研究
開発施設の誘致など）

〇商業の中心市街地とのすみ分け、連携。

〇CO2排出量実質ゼロの追求。特に、エネルギーの急激な負荷
変動を踏まえたスタジアムのゼロカーボン化。

〇スタジアムイベント時の自動車・鉄道交通負荷への対策。（道路
ネットワーク、ＴＤＭ策等）

〇商業の中心市街地とのすみ分け、連携。
〇周辺住宅への影響対策（騒音・振動対策、防犯、交通など）。
〇地域まちづくりへの寄与。
〇スタジアムの事業採算性確保。

各ケースの主要課題

各ケースの得失

市民
意向

地元
意向

民間
ヒアリング

〇「交流・にぎわい」を重視。
〇商業、スタジアム、公園等とともに、にぎわい・活気のあるまちなみを想像。
〇スポーツ、文化、芸術など多様な交流によるにぎわいを想像。

〇「交流・にぎわい」を重視。
〇商業、オフィス、公園や自然的環境等とともに、安らぎやゆとりのまちなみを想像。
〇学術・研究交流、コンベンション、文化ホール、地域活動、行政機関によるにぎわいや利便性を想像。

〇多様な機能立地が可能との評価。住宅に偏った開発では地区のポテンシャルがいかせない。
〇核となる機能による付加価値の創出。商業、スタジアムといった交流などが核となる可能性。
〇一般的オフィスの需要は低いが、学術・研究機関等で差別化が図れる可能性。
〇スタジアム、ホールなどは基本は官民連携手法による整備を想定。

基礎的なニーズ

〇にぎわい不足
の懸念。
〇地区のポテン
シャルをいか
せない可能性。

〇体験型商業に
よるにぎわい
に期待。
〇体験型商業を
核としたまちづ
くりに期待。

〇大規模商業施
設による日常
的なにぎわい
に期待。
〇学術・研究機
関立地による
魅力創出、差
別化できる可
能性。

〇地元意向のコ
ンベンションに
よるにぎわい
に合致。
〇多目的ホール
を核としたまち
づくりに期待。

〇大規模商業施
設による日常
的かつ、広域
的にぎわいに
期待。
〇大規模商業を
核としたまちづ
くりに期待。

〇イベント以外
のにぎわい不
足の懸念。

〇スタジアムや
商業によるに
ぎわいに期待。
〇商業が複合す
ることで日常的
にぎわいにも
期待。

選択

ケース４

ケース２ ケース３ ケース７

選択 選択選択

各ケースの類似性、代替性

〇戸建て住宅が主

〇核：ホール

〇商業、中層住宅
が主

〇核：ホール、体
験型商業

〇商業、オフィス
が主

〇核：大規模商業
施設

〇商業、オフィス
が主

〇核：多目的ホー
ル、宿泊施設

〇商業が主

〇核：大規模商業
施設

〇スタジアム、住
宅が主

〇核：スタジアム、
ホール

〇スタジアム、商
業が主

〇核：スタジアム、
大規模商業施
設、宿泊施設

〇ケース２、４はホールの検討が重要な要素。ホールの特徴・規模や、ホールを中心に複合する機能によっては、ケース２と４は相互に代替は可能。

〇ケース３、５は大規模商業を核としている点は類似。商業とオフィスのボリューム配分、オフィスの特徴づけによっては、ケース３と５は相互に代替は可能。

〇ケース３、４は、共に、「イノベーション」重視ケース。コンベンションに係る交流機能の取り方次第で、ケース３と４は相互に代替は可能。

〇ケース７は、スタジアムを有し、ケース２～５と代替は難しい。

〇上記を踏まえつつ、選択するケースのテーマバランスや機能の差異を加味して、ケース２、３、７に絞り込む。

⇒次年度以降、これらのケースをベースに検討を深める。


